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研究要旨 

 本稿は、ブラジル人の母国への帰還意向について、2016 年静岡県多文化

実態調査と 2015 年磐田市外国人調査の合併データを用いてその規定要因を

分析した。 
分析の結果、個人の収入・送金金額が高いほど帰還意向は高い傾向にあり、

母国へ送金するために日本に仕事目的で来日し、目標額を達成すれば帰国す

る出稼ぎ型の労働者がいることを示唆している。その一方、日本での統合の

度合いが高いほど帰還意向は低い傾向にあり、これは、欧米での先行研究と

一致する。また、受入国との結び付きに関しては、自宅を保有していること、

及び比較的年齢の低い同居子数が多くなる等、結び付きが強まるほど帰還意

向は低くなっており、先行研究と整合的である。 
2015-2016 年のデータを分析した限り、あくまでも出稼ぎ先として日本に

働きに来ている層と、自宅を取得して家族とともに居住し、日本に滞在する

ことを考え始めた層とが混在しているように見受けられる。また、人的資源

が高いブラジル人で帰還意向が高い傾向にあることが判明したが、人口減少

に直面している受入国にとっては、大きな人的資源の損失を意味しており、

学歴や意欲に見合った職業や労働環境を整備する必要があることを示唆し

ている。 
 

Ａ．研究目的 
 本稿は、ブラジル人の母国への帰還意向

について、その規定要因を分析する。2000
年代後半の経済危機により、多くの南米人

が派遣切りの憂き目に会い、母国へ帰国し

たことは記憶に新しい。しかし、欧州や米

国の経験を振り返ると、移住労働者は経済

危機に際して真っ先に解雇の対象とはなっ

ても、受入国が想定しているほどには帰国

しないのが常である。日本の南米人、特に

ブラジル人の特異な点は、帰国のペースの

速さとその量である。 
本稿の目的は、ブラジル人に焦点を絞り、

帰還意向の規定要因を解明することである。

移民のプロセスを説明する理論は、(1) 移
動の発生、(2) 移動の継続性、(3) 移民労働

力の利用、(4）受入国における移民の統合

の 4 分野について説明を試みてきた。しか

し、帰還移動や近年みられる複数国を行き

来するトランスナショナルな移動に関して

は、あまり適用されていない。本稿は、理

論的枠組みとして新古典派経済学、新しい

労働移動の経済学をベースに、受入国にお

ける社会的統合の度合い、そして受入国・

出身国との社会的結びつきについても考慮

に入れながら、どのような要因がブラジル
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人の帰還意向を左右するのか分析し、ブラ

ジル人の移動戦略について考察を行う。 
 
Ｂ．研究方法 
本稿は、2016 年静岡県多文化共生に関す

る基礎調査・外国人調査と 2015 年磐田市

多文化共生推進プラン基礎調査・外国人調

査からブラジル人のみを抽出し、調査時点

における帰還意向について多変量解析を行

った。 
 
Ｃ．研究成果 
分析の結果、個人の収入が高いほど、そ

して送金額が高いほど、ブラジルへの帰還

意向は強く、在学した最後の学校が日本で

あること、日本に自宅を持っていること、

そして 0-15 歳の同居子数が多いほど帰還

意向は低いことが判明した。 
個人の収入・送金額と帰還意向のプラス

の関係は新しい労働移動の経済学の観点か

ら説明がつく。新しい労働移動の経済学で

は、世帯のリスク分散化を計るため、世帯

員の中で最も外部収入を得る可能性の高い

世帯員を外部に送り出し、そこから送金を

受けることを目的に移動が発生すると説明

する。海外へ出た移民は、受入国で目標金

額が稼げれば、母国へ戻ることが前提とさ

れている。従って、収入が高いほど、目標

金額に早く達成することが可能となるため、

帰還意向は高くなる。また、送金額が多い

ということは、移動が世帯の戦略として着

実に実行されており、世帯の目標が達成さ

れつつあることを示している。更に、統計

的に有意とはなっていないものの、大学卒

で中学校卒業よりも帰還意向が高い傾向が

みられる。これも新しい労働移動の経済学

の説明と矛盾しない。なぜなら、学歴が高

いほど生産性が高く、収入の高い職を見つ

ける可能性は高まると考えられるためであ

る。日本のブラジル人の場合、学歴はほと

んど職業選択と関連しない構造になってい

ることから、高学歴者は帰還意向が強いと

思われる。 
 統合に関する指標では、日本語能力や日

本人の友人の有無と帰還意向の関連性はみ

られなかった。しかし、在学した最後の学

校が日本であるか否か、については、日本

の学校である場合に帰還意向は有意に低く

なっていた。在学した最後の学校が日本で

ある場合には、日本の友人はもちろん、日

本社会への統合状況はかなり高まることが

予想される。従って、受入国の統合状況と

帰還意向にはマイナスの関係があり、これ

は先行研究の結果と一致する。 
 受入国との結び付きに関しては、結び付

きが強いほど、帰還意向が低くなる傾向が

観察された。受入国における比較的年齢の

低い同居子の存在は海外における先行研究

でも、マイナスの効果があることが指摘さ

れている。本稿では、同居子の存在だけで

なく、その人数も帰還意向に影響すること

が確認された。また、日本においては、住

宅を保有することが、帰還意向に大きなマ

イナスの影響を及ぼしている。海外におけ

る先行研究では、自宅の保有自体が帰還意

向にマイナスの影響を及ぼす事例は少なく、

受入国でのビジネス関連の投資の影響の方

が大きい。これは、日本におけるブラジル

人で自営業や経済的な投資を行っている者

が極端に少ないこと、日本における住宅購

入の経済的負担の大きさによるところが大

きいと考えられる。 
 また、今回の研究では、帰還意向と規定

要因と帰還意向不明の規定要因が異なるこ

とも判明した。「帰還するか否かわからな

い」と回答したブラジル人は、「日本に住む」

と回答したブラジル人と比べ、日本語能力

が低く、日本人との結び付きが弱い傾向に

ある。また、日本で住宅を保有しているこ

と、そして比較的年齢の低い同居子がいる
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場合、「日本に住む」と回答する傾向が高く

なることが判明した。 
 
Ｄ．結果の考察 
受入国における統合の度合いと帰還意向

との関係は、欧米における先行研究の結果

と整合的であった。一方、受入国における

経済的・社会的結び付き（住宅の保有と比

較的低い年齢層の同居子数）と帰還意向の

関係についても、欧米における先行研究と

やはり整合的である。ただし、本分析では、

住宅保有の影響が非常に大きいこと、また、

同居子数も帰還意向に影響を及ぼすことが

判明したが、これは新しい知見である。収

入および送金金額と帰還意向との関係は、

新しい労働移動の経済学から説明出来る。

しかし、欧米の先行研究において、ここま

ではっきりとこの観点から説明できた事例

はあまり見られない。 
経済危機後のブラジル人残留者には滞在

の長期化傾向が観察されるという報告もあ

るが、本報告で用いた 2015-2016 年のデー

タを分析する限り、自宅を取得して家族と

ともに居住し、日本に滞在することを考え

始めた層と、あくまでも出稼ぎ先として日

本に働きに来ている層とが混在しているよ

うに見受けられる。 
経済危機最中の EU では、EU 域内出身

の移民労働者は移動に制限が無いため、自

国に帰国する傾向がみられたが、域外出身

の移民労働者は再入国に困難が伴うため、

帰国する傾向は低かった。同様に日本で働

くブラジル人についても、出稼ぎタイプが

多ければ、日本への入国には支障が無いた

め、経済危機で失業状態が長く継続するこ

とが予想されれば、早々に帰国し、状態が

落ちたついた頃を見計らって、再び入国す

ると思われる。 
しかし、本分析からは、大卒者や収入が

高いなど、人的資源の高いブラジル人で帰

還意向が強かった。これは、人口減少に直

面している受入国にとっては人的資源の大

きな損失を意味しており、日本社会におい

て学歴や意欲に見合った職業や労働環境を

整備する必要があることを示唆している。 
 
Ｅ．結論 
本報告で用いた 2015-2016 年のデータ

を分析した限り、自宅を取得して家族とと

もに居住し、日本に滞在することを考えて

いる層と、あくまでも出稼ぎ先として日本

に働きに来ている層とが混在しているよう

に見受けられる。また、人的資源が高いブ

ラジル人で帰還意向が高いことが判明した

が、人口減少に直面している受入国にとっ

ては、人的資源の損失であり、学歴や意欲

に見合った職業や労働環境を整備する必要

があることを示唆している。 
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